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本調査の概要
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平成27年度～ 令和10年度～(想定)令和５年度～

プロフェッショナル人材事業
交付金による支援(平成28年度～)

プロフェッショナル人材事業
デジタル田園都市国家構想交付金

(プロフェッショナル人材型)
(最大５か年)

国が行う施策

各道府県にプロフェッショナル
人材戦略拠点を設置し、

地域の中堅・中小企業に対し、
生産性向上や競争力強化に向けた
企業課題の解決に資する人材の
マッチングを、民間人材ビジネス
事業者と連携を図りつつ行う

実施内容

道府県
民間事業者
地域金融機関

マッチング
実施主体

道府県
民間事業者
地域金融機関

交付金による支援は廃止の予定

道府県
民間事業者
地域金融機関

実施目的
地域における外部人材活用

を通じた企業支援
政府支援等からの
事業の自立化

地域における外部人材活用
を通じた企業支援の高度化
事業の自立化に向けた検討

左記の取組を高度化するとともに、
各地域の実情に応じた
地域業にとってよりよい
自立化の実現を目指す

各道府県が
各道府県の状況に応じた
自立化計画を策定し、

地域金融機関や民間事業者
とともにプロ人材の
マッチングを実施する

本調査の役割

• 平成27年度以降、プロフェッショナル人材事業を実施する中で、地域企業(地域の中堅・中小企業)に対して、生産性向上
や競争力強化等の企業課題の解決に資するプロ人材のマッチングを行っている

• 同事業では、企業支援に加え、将来的なプロ人材マーケットの醸成を意図しており、令和5年度から、最大5か年に亘って
デジタル田園都市国家構想交付金により、各道府県の支援を実施する想定

• 令和10年度以降は、各道府県において交付金からの「自立化」に向けた取組が求められているところ、国としては先導的
人材マッチング事業で、地域金融機関の人材マッチング事業を後押ししているが、各道府県で取組に濃淡がみられるため、
自立化計画の策定の検討に関して、調査・分析を行い、各道府県に還元する方針である

事業背景
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課題・目的の整理

本事業の目的

3道府県を選定し、各種調査を実施

国からの財政支援終了後、現在の事業を維持できるだけの予算を道府県において措置できないというケースを念頭に、
道府県ごとに支援機能が適切かつ継続的に発揮される自立化スキーム案等を取りまとめ、各道府県へ還元

As Is (道府県の現状) To Be (目指す姿)

• 本事業が地域企業に対して機能・効果を維持するた
めの自立化に向けた検討の必要性、基本的な考え方、
検討のプロセスについては一定程度の理解が醸成さ
れている

• 他方、①事業を維持するための予算を道府県におい
て措置できない、②支援機能を維持するための事業
スキームを立案できないといった新たな課題に直面

• 道府県が、国からの財政支援終了後も、本事業の
機能・効果を維持するための適切な事業スキームを
立案し、実行する体制を構築できる

• 結果、各道府県において、本事業の機能・効果が継
続発揮される
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本事業の課題・目的

• 本事業は、プロフェッショナル人材事業に係る交付金支援が終了する令和10年度以降も、各道府県において、地域企業
へプロ人材のマッチングにより企業課題の解決を図る機能、及び本機能による地域経済の底上げに向けた効果が継続発
揮されることを目指し、各道府県における自立化計画の策定の検討に資する情報の調査、分析を行い、道府県へ還元す
るもの

• 本調査では、前年度実施の調査に基づき自立化の検討を進める道府県が、直面する課題(スキーム立案、予算措置等)に
対応するため、3道府県を選定し、各種調査を行った上で、国からの財政支援終了後、現在の事業を維持できるだけの
予算を道府県において措置できないというケースを念頭に、道府県ごとに支援機能が適切かつ継続的に発揮される自立
化スキーム案等を取りまとめ、各道府県へ還元する



出所：内閣府「令和5年度プロフェッショナル人材事業にかかる専門的調査・分析業務」第2回全国協議会全国事務局説明資料

• 各道府県における自立化の具体化(スキームの確立等)に向けては、企業ニーズ等を踏まえた「支援対象(外部環境)」、
プロ拠点の機能・活動等を踏まえた「体制(内部環境)」の検討が重要な要素として挙げられ、この２要素の検討ステップ
を整理することが重要である

自立化調査の全体像：自立化の検討に必要な要素とステップ
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自立化スキーム実現に向けた検討事項の再整理

• 今年度調査においては、前年度調査結果から得られた財政的な観点から見た自立化スキームを、①道府県の一般財源以外
の財源確保の可能性及び方法(資金確保)、②事業費が維持できない場合に限られた予算の中で拠点が担うべき必要な機
能・活動、③その他考えうる事業継続の試案の観点から再整理

• キックバック、人件費補填、人材
供給等の財源確保策を通じ、拠点
の収支がどう変わるかを整理

①一般財源以外
の財源確保

• 外部環境や支援機関の状況等から
地域企業の実情を把握し、具体的
な支援対象を決め、必要な機能・
活動を整理

②拠点が担うべき
機能・活動

• 事業廃止の場合に機能を残す選択
肢を探るため、自治体事業の出口
について参考事例を収集

③その他
事業継続の試案

再整理する上での3つの観点
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• 以下①②③の観点を踏まえつつ、道府県・拠点の現状分析を実施した上で、自立化の方向性について検討
• 自立化スキーム案の仮定と、その実現可能性の２段階で、ヒアリングを実施
• 現状分析・仮定、ヒアリング調査の実施後、把握した内容について、道府県やプロ拠点と意見交換を行い、結果をブラッ

シュアップ

検討ステップ

実現可能性についての
ヒアリング調査

自立化を検討する上での
３つの観点

検討すべき内容
他道府県が検討する上で

確認すべき事項

①
道府県の一般財源以外の財源確保の

可能性及び方法(資金確保)

財源不足分を、
誰が、どのように補えるか

財源確保の相場感と方法
拠点に期待される機能や位置づけ

②
事業費が維持できない場合に

限られた予算の中で拠点が担うべき
必要な機能・活動

限られた予算内で
どのような企業や、どのような人材

ニーズに特化すべきか

予算内で行う場合の体制と
必要な機能・活動

③
その他考えうる事業継続の試案

代替した場合の懸念事項

自
立
化
ス
キ
ー
ム
案
の
調
査
・
分
析

(事業廃止等の場合)
誰が、どの機能・活動を代替可能か

仮定についての
ヒアリング調査

現状分析・
仮定

道府県やプロ拠点
との意見交換

道府県やプロ拠点
との意見交換

道府県やプロ拠点
との意見交換

7



• プロ人材市場の形成度合いを考えるにあたって、「自立化した場合に顧客となり得る企業がどの
程度あるか (市場ポテンシャル)」および、「顧客企業からどの程度プロ人材利用で収益を上げて
いるか(市場開拓レベル)」の２軸で市場を捉え、類型化することで、各道府県を分類する

市場類型の考え方

• プロ人材市場の形成度合いを上記２軸で捉えると、ほぼ全ての道府県を３地域に分類できる
• 各地域から１道府県、計３道府県における調査を実施することで、市場形成度合いが類似する道

府県への横展開を可能とする本調査における
市場類型

市場“成熟”地域市場“成長”地域市場“挑戦”地域

本調査では、市場の各類型から１道府県を対象として計３道府県で調査実施

8

本調査の対象道府県の抽出における市場類型の考え方

• 本調査では、各道府県における自立化計画の策定の検討に資する情報の調査、分析を行い、道府県へ還元していくこと
がポイントとなる

• 自立化計画の策定においては、自地域の自立化のスキームを明らかにした上、スキームごとに必要なプレイヤー等のエ
コシステムの整備を行うことが重要である

• 各道府県の地域の事情(顧客となり得る企業の数やその市場の開拓レベル)に応じて、プロ拠点の自立化スキームが変わ
ると考えられ、本調査を横展開する上では、モデルとなる地域を抽出する必要があるため、以下の市場類型の考え方を
採用する



調査対象とする道府県の抽出

• 横展開等を見据え、調査対象地域をバランスよく抽出するため、プロ人材マッチングの市場を「市場ポテンシャル」と
「金融機関による市場開拓レベル」の2軸で捉え、道府県の状況を整理

• 各地域から１道府県、計３道府県を抽出

市場“成熟”地域市場“成長”地域

市場“挑戦”地域

市場ポテンシャル

大

市場ポテンシャル

小

金融機関による
市場開拓レベル

小

金融機関による
市場開拓レベル

大

民間事業者の活動状況(経済規模)を踏まえ、判断

金融機関により市場形成
されており、拠点機能を残す場合、

棲み分けが必要な地域

金融機関の地域内での
人材マッチング事業への
取組状況を踏まえ、判断

金融機関の取組は未成熟であり、
当該地域ならではの市場形成のあり方

を模索すべき地域

民間のみでの市場形成が難しく、
拠点機能を公的なサービスとして、

残すことが望まれる地域
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• 地域と検討観点の3×3で9区分し、仮定する
• なお、仮定は、調査対象道府県ごとに、確認ポイントを構造化し、ヒアリング調査や意見交換を通じて、コメントを募り、

具体化や修正を図る

調査対象道府県の仮定イメージ
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市場“成熟”地域市場“成長”地域市場“挑戦”地域

金融機関により市場形成
されており、拠点機能を残す場合、

棲み分けが必要な地域

金融機関の取組は未成熟であり、
当該地域ならではの市場形成のあり方

を模索すべき地域

民間のみでの市場形成が難しく、
拠点機能を公的なサービスとして、

残すことが望まれる地域

①
一般財源以外の

財源確保

②
拠点が担うべき
機能・活動

③
その他
事業継続
の試案

キックバックや金融機関からの
人材供給が難しく、
財源確保が困難

(一般財源のみとなる可能性大)

人材事業を強化したい
金融機関からの人材供給が見込め、
人件費負担の軽減が期待される

相応の成約件数が見込め、
人材紹介事業者からのキックバック

による財源確保が期待される

金融機関による人材事業からの撤退
も見込まれ、幅広い人材支援が必要

金融機関による人材事業を単独で成立
させることが難しく、プロ拠点が自治
体との強固な連携を行うことが重要

(拠点がコンソ事務局を担う等)

金融機関による人材事業が
台頭しており、

支援対象や機能の差別化が必要

事業廃止の可能性が高く、
クラウドファンディング等の
新たな資金獲得策の検討も必要

人材支援機能のみならず、
市場形成に繋がる施策等も

併せて、必要

事業廃止をした場合、
金融機関や人材紹介事業者への

完全移管も



現状分析

２



• ある市場“成熟”地域における県内の企業数は、卸売業・小売業に従事する企業数が最も多く、次いで建設業、製造業
が多い

• 製造業、卸売業・小売業、サービス業（他に分類されないもの）は開拓できており、建設業は企業数に比して開拓で
きていない

現状分析 －支援対象企業(業種)

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

複合サービス事業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

金融業・保険業

農業・林業

運輸業・郵便業

教育・学習支援業

学術研究・専門・技術サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

不動産業・物品賃貸業

医療・福祉

生活関連サービス業・娯楽業

宿泊業・飲食サービス業

製造業

建設業

卸売業・小売業

ある市場“成熟”地域における県内の企業数

0 50 100 150 200 250

公務_他に分類されるものを除く

分類不能の産業

DMO・地域商社

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

複合サービス事業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

金融業・保険業

農業・林業

運輸業・郵便業

教育・学習支援業

学術研究・専門・技術サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

不動産業・物品賃貸業

医療・福祉

生活関連サービス業・娯楽業

宿泊業・飲食サービス業

製造業

建設業

卸売業・小売業

R2～R5 県内人材事業関係機関の累計成約件数（業種別）
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0 50 100 150

非公開・不明

1,000人超

301～1,000人

101～300人

51～100人

21～50人

6～20人

5人以下

R2～R5 県内人材事業関係機関の累計成約件数

（企業規模別）

• ある市場“成熟”地域における県内の成約について、企業規模別では、県内人材事業関係機関での支援は、小規模事業
者に対して十分ではないと言える

現状分析 －支援対象企業(企業規模)

5,000人以上

2,000～4,999人

1,000～1,999人

300～999人

100～299人

50～99人

20～49人

5～19人

0～4人

ある市場“成熟”地域における県内の企業数
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0 50 100

(記載なし)

その他

法務

クリエイティブ(Web・デザイナー・編集など)

人事

物流・購買

システムエンジニア・ITエンジニア

総務

技術開発・研究開発

経営企画

新製品開発・商品企画

広報・マーケティング

経理・財務

エンジニア(設計・生産技術)

生産管理・工場運営・品質管理

営業・販売・セールス

R2～R5 県内人材事業関係機関の成約件数

（人材ニーズ別）

• 県内企業の経営課題としては、「販路維持・開拓」が最も多いが、現状の県内人材事業関係機関による支援では、職
種別の成約状況から、「営業・販売・セールス」のニーズへのマッチングが最も多く、「生産管理・工場運営・品質
管理」が続く

現状分析 －人材ニーズ

(参考)県内企業が抱える経営課題
(事業展開や経営を強化する上での障害・課題)
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導出された自立化スキーム

３



市場“成熟”地域



• ある市場“成熟”地域は、金融機関により市場形成されており、拠点機能を残す場合、棲み分けが必要な地域

• 「①一般財源以外の財源確保」「②拠点が担うべき機能・活動」の各観点について、県の現状を基に仮定する

ある市場“成熟”地域における仮定の方向性

ある市場“成熟”地域における仮定

金融機関により市場形成されており、拠点機能を残す場合、棲み分けが必要な地域

①
一般財源以外の

財源確保

②
拠点が担うべき
機能・活動

相応の成約件数が見込め、
人材紹介事業者からのキックバックによる財源確保が期待される

金融機関による人材事業が台頭しており、支援対象や機能の差別化が必要

17



• キックバック収入を得ることは可能

• ただし、拠点が拠点がより人材確保支援の難易度が高い案件にフォーカスする場合、想定よりもキックバック収入が
小さくなる可能性

「①一般財源以外の財源確保」に関する仮定：ヒアリング結果

相応の成約件数が見込め、
人材紹介事業者からのキックバックによる財源確保が期待される

仮定

キックバック自体は可能
ただし拠点は、成約を伸ばしていくことが前提になることで、ビジネスにならない案件にリーチしなくなる可能性を危惧

ヒアリング結果
を踏まえた

評価
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「②拠点が担うべき機能・活動」に関する仮定：ヒアリング結果(1/2)

• 建設業×現場管理×専門人材について、金融機関の顧客以外を対象に拠点がニーズ開拓する可能性あり

• 人材が不足しているため、人材発掘を並行して進める必要

顧客可能性
(ターゲット企業はいるか？)

相談可能性
(そうした相談はあるか？)

ニーズ可能性
(人材ニーズは引き出せるか？)

成約可能性
(そうした人材は存在するか？)

専門人材
(高度

外国人材)

現場管理
(生産管理・
工場運営・
品質管理)

人材確保支援
の難易度が
高い業種
(建設業)

県内の企業数が
相対的に多いが、

支援が行き届いていない
(県内の建設業：
8,623社/約14%)

一部は金融機関がリーチしてお
りカニバリが生じるが、企業数

に対して十分でなく、
相談ニーズはあり

現場管理の人材が
慢性的に不足しており、

ニーズが大きい
(プロ人材事業全体における
建設業の成約全体の14％が
常勤の生産管理・工場運営・

品質管理)

有資格者等の専門人材が不足し
ており、高度外国人材等、

新たな人材の発掘・マッチング
が必要

(金融機関も片手型で対応)

ヒアリング結果を
踏まえた
評価 地銀２行の取引先企業以外の企

業群を中心に顧客可能性あり

金融機関とのカニバリを生じさ
せないよう、拠点活動を調整す

ることが可能

ニーズは十分にあり 人材が不足しており、新たな人
材の発掘・マッチングが必要

仮
定
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「②拠点が担うべき機能・活動」に関する仮定：ヒアリング結果(2/2)

• 飲食・宿泊サービス業×販路開拓×副業人材については、雇用側企業の意識改革（抱える課題をプロ人材活用で解決
する）に向けた取組を手掛けるところから取り組む必要

顧客可能性
(ターゲット企業はいるか？)

相談可能性
(そうした相談はあるか？)

ニーズ可能性
(人材ニーズは引き出せるか？)

成約可能性
(そうした人材は存在するか？)

副業人材

販路拡大
(広報・マー
ケティング)

ホワイト
スペース

(飲食・宿泊
サービス業)

ヒアリング結果を
踏まえた
評価 地銀２行の取引先企業以外の企

業群を中心に顧客可能性あり

当該領域へのプロ人材活用につ
いて、企業の意識変革が必要

広報・マーケティングのスキル
を持つ副業人材は豊富に存在

仮
定

県内の企業数が
相対的に多いが、

支援が行き届いていない
(県内の飲食・宿泊サービス業：

6,672社/約10%)

金融機関もリーチできておらず、
よろず支援拠点との連携により

リーチできる可能性あり

労働人材のニーズが大きく、プ
ロ人材ニーズは開拓が必要だが、
副業人材による広報・マーケ
ティングのニーズは大きい
(プロ人材事業全体における

飲食・宿泊業の成約全体の20％
が副業・兼業の広報・マーケ

ティング)

広報・マーケティングのスキル
を持つ副業人材は豊富に存在

拠点の他機関連携の中で
開拓可能性あり
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• 仮定はヒアリング先からおおむね支持

• 金融機関との棲み分けを想定したプロ拠点の活動軸は「中小・小規模事業者、高度人材・人材確保支援の難易度が高
い業種への対応等、金融機関で収益化しづらい人材マッチング実施」及び「マーケット形成に向けた事業主の意識改
革の取組」と再整理される

• 当該活動軸が対象とする案件は難易度が高く、拠点が得られるキックバックは十分大きくないことが想定されるため、
他の財源確保策を検討

ある市場“成熟”地域における自立化スキームの方向性

ある市場“成熟”地域における仮定

金融機関により市場形成されており、拠点機能を残す場合、棲み分けが必要な地域

①
一般財源以外の

財源確保

②
拠点が担うべき
機能・活動

相応の成約件数が見込め、
人材紹介事業者からのキックバック

による財源確保が期待される

金融機関による人材事業が
台頭しており、

支援対象や機能の差別化が必要

キックバックは見込めるものの、「②拠点が担う
べき機能・活動」の方向性から、拠点は成約難度

の高い案件を扱うこととなり、
十分なキックバック金額が得られない可能性

キックバック以外にも、県からの委託の他、寄付
等、外部資金提供者からの資金獲得を検討

金融機関による人材事業で扱いづらい案件
（中小・小規模事業者、高度人材・人材確保支援
の難易度が高い業種）への対応、更なるマーケッ
ト拡大に向けた事業主への意識改革の取組等に

専念

ヒアリングを踏まえた
自立化スキーム修正の方向性

金融機関による市場形成が進み、専門人材
(高度外国人材)等、金融機関で取り扱いづらい

案件への対応へシフト
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• プロ拠点は①「中小・小規模事業者、高度人材・人材確保支援の難易度が高い業種への対応等、金融機関で収益化しづら
い人材マッチング実施」②「マーケット形成に向けた事業主の意識改革の取組」の２軸で事業を実施

• ①②のうち、県として実施すべき取組については、県予算を確保し、委託事業として実施

• 県委託事業以外の取組（自主事業）については、民間資金提供者から寄付・出資を募りつつ、人材紹介会社との成果連動
契約で実施していく形を想定

ある市場“成熟”地域における自立化スキーム案

プロ拠点

■収入
県委託費
民間からの寄付
民間からの運転資金

■支出
仕様達成に向けた支出
成果達成に向けた支出
資金提供者への償還

民間資金提供者
（出資）

(1)運転資金提供

市場“成熟”地域の行政

委託事業：仕様発注
（先導行が扱わない）案件への対応
マーケット形成に向けた事業主の
意識改革

(2)成果に基づく支払い
（キックバック）

(3)償還

人材紹介会社

仕様に基づく支払い
（県単費）

自主事業：成果発注
成果指標例：成約件数

民間資金提供者
（寄付）

寄付

金融機関

中小・小規模事業者、高度人材・人材確保支援の難易度が高い業種への
対応等、金融機関で収益化しづらい人材マッチングに対応
マーケット形成に向けた事業主の意識改革の取組実施（セミナー等）

取引先への
マッチングサービ

ス提供

自社で扱いづらい
案件のトスアップ

金融機関と棲み分け、県委託事業及び自主事業を実施

人材確保支援の難易度が高い案件
等の開拓数・成約件数
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• 手数料獲得、外部資金獲得の２つの観点からバランストスコアカードの４つの視点で整理

• 人材確保支援の難易度が高い業種への取組では、成約が難しいことを考慮し、常勤の成約は現状1/5程度、副業・兼業の
成約は現状と同水準を想定し、財務KPIを設定

• KPI達成に向けては、セミナー型化、人材プール拡充、企業相談に重点的に取り組む必要

ある市場“成熟”地域における自立化スキーム案 KPI_人材確保支援の難易度が高い業種

財務顧客業務プロセス学習と成長

収入成約とりつなぎ相談集客体制構築・型化学習

常勤 ５件
副業 10件

常勤 10件
副業 20件

セミナー経由
30件
地銀経由10件

セミナー60社
10社×6回

拠点・地銀の
支援状況から
ターゲットと
する業種等を
確認

現状把握

当該業種ならで
はの外部人材活
用の在り方整理
・県と共同で業界
アンケート実施
・県と共同で業界
団体ヒアリング

業界特化セミナー型化
・当該業種での成約事例、
成約に向けたポイント紹介
を中心にプログラム構成
・事例登壇者調整

セミナー集客連携先発掘
10団体

相談件数増につながるよ
うな取組事例PR素材作成
チラシ版/冊子版

トスアップをもらう準備
・地銀へプロ拠点の取組
説明
・地銀で滞留するような
案件をとりついでもらう
フロー確認

人材プール拡充
・ターゲット業種での人
材マッチングに強みを持
つ人材会社とタイアップ
外国人人材５社
高度専門人材５社

人材確保支援の難易度が高い業種の
マッチングに取り組む人材業者探索、
連携に向けた意見交換
10社 ※赤字：ハードルが高く、クリアする

ために前段の準備に一層取り組む必要
があるステップ

手数料
(人材確保支
援の難易度が
高い業種)
○○万円
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• 取組１-2年目は「学習と成長」「業務プロセス」を中心に実施

• ３年目以降は具体的に顧客へアプローチし、財務KPI達成を目指す

• 適宜KPIの達成状況を随時確認し、必要に応じて業務プロセスの見直し、学習と成長項目の追加を実施

ある市場“成熟”地域における自立化スキーム案 ロードマップ_人材確保支援の難易度が高い業種

１年目 ２年目 ３年目～

学習と
成長

業務
プロセス

顧客

財務

KPIの達成
状況を随時
確認

必要に応じ
て業務プロ
セスの見直
し、学習と
成長項目の
追加を実施

当該業種なら
ではの外部人
材活用の在り
方整理

相談件数増につながるよう
な取組事例PR素材作成

地銀からトスアップをもらう準備

当該業種のマッチ
ングに取り組む人
材業者探索、連携
に向けた意見交換

業界特化セ
ミナー型化

セミナー集
客連携先
発掘

集客→相談→
取りつなぎサ
イクルを回す

収入
獲得

人材プール拡充

ターゲッ
トとなる
業種等を
確認

※実施項目
追加

※業務プロ
セス見直し
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• ホワイトスペース（中小・小規模事業者）への取組では、商品として型化し、一定規模の売上を確保する観点から、副
業・兼業で100件の成約をあげるという目標設定をし、財務KPIを設定

• KPI達成に向けては、信金信組・よろず・商工会の理解促進、副業・兼業に優先的にマッチングする人材のフラグ立てに
重点的に取り組む必要

ある市場“成熟”地域における自立化スキーム案 KPI_ホワイトスペース

財務顧客業務プロセス学習と成長

収入成約とりつなぎ相談集客体制構築・型化学習

手数料
中小・小規模
事業者
○○万円

副業・兼業
100件

副業・兼業
150件

セミナー経由
150件
信金信組経由
10件
よろず・商工
会経由
10件

リピート含む

セミナー250社
50社×5回

拠点、信金信
組、よろず、
商工会の支援
状況からホワ
イトスペース
確認

※ここではホ
ワイトスペー
スを中小・小
規模事業者と
し、注力する
想定で記載

現状把握

中小・小規模事
業者にプロ人を
売っていくため
の商品開発
・提案の切り口
整理
・具体的なサー
ビス内容

セミナー型化
・中小・小規模事業者で
の成約事例、成約に向け
たポイント紹介を中心に
プログラム構成
・事例登壇者調整

セミナー集客連携先発掘
10団体

相談件数増につながるよ
うな取組事例PR素材作成
チラシ版/冊子版

同行訪問
信金信組30件

連携準備
・とりつなぎフロー確認
・信金信組・よろず・商
工会が現場で使用する説
明資料作成

副業・兼業人材マッチン
グに強みを持つ人材会社
とタイアップし、副業・
兼業案件に優先的にマッ
チングする人材へのフラ
グ立て/育成
（スキル別）10人

ホワイトスペースにおいて活躍する
副業・兼業人材のスキル明確化

信金信組・よろ
ず・商工会の理
解促進勉強会
・中小・小規模
事業者にプロ人
を使う必要性、
メリットの理解
促進
１団体×３回

※赤字：ハードルが高く、クリアする
ために前段の準備に一層取り組む必要
があるステップ
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• 取組１-2年目は「学習と成長」「業務プロセス」を中心に実施

• ３年目以降は具体的に顧客へアプローチし、財務KPI達成を目指す

• 適宜KPIの達成状況を随時確認し、必要に応じて業務プロセスの見直し、学習と成長項目の追加を実施

ある市場“成熟”地域における自立化スキーム案 ロードマップ_ホワイトスペース

１年目 ２年目 ３年目～

学習と
成長

業務
プロセス

顧客

財務

KPIの達成
状況を随時
確認

必要に応じ
て業務プロ
セスの見直
し、学習と
成長項目の
追加を実施

信金信組・よろず・商工会の理解促進勉強会

集客→相談→
取りつなぎサ
イクルを回す

収入
獲得

副業・兼業案件に優先
的にマッチングする人
材へのフラグ立て/育成

※実施項目
追加

※業務プロ
セス見直し

同行訪問
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相談件数増につながるような
取組事例PR素材作成

セミナー型化
セミナー集客
連携先発掘

中小・小規模事
業者にプロ人を
売っていくため
の商品開発

ホワイトスペース
において活躍する
副業・兼業人材の
スキル明確化

ホワイト
スペース
確認



• 寄付では、自立化後に必要と想定される拠点運営費のうち、手数料収入で補えない金額を財務KPIとして設定。寄付者の
メリットをしっかり説明に落とし込み、実際に面談し、寄付を依頼するステップが重要

• 外部資金獲得では、自立化後に必要とされる拠点運営費相当額を財務KPIとして設定。出資についても、出資者のメリッ
トをしっかり説明していくことに加え、訪問を重ね、先方の理解を促しながら出資への理解を得ていくことが重要

ある市場“成熟”地域における自立化スキーム案 KPI _外部資金獲得

財務学習と成長

寄付・出資学習

外部資金獲得
（寄付）
○○万円

必要となる
寄付額確認
寄付を募る
主体の決定

現状把握

寄付を募る手法
と実施方法確認
・クラウドファ
ンディング(CF)
・企業版ふるさ
と納税

業務プロセス

体制構築・型化

（企業版ふるさと納税の場合）訪問リ
スト作成 50件

（CFの場合）利用するCFプラット
フォーム選定
周知方法検討
訪問先リスト作成 50件

営業資料作成
・事業スキーム説明
・事業の意義、寄付者のメリット整理

訪問リスト作成 5社

営業資料作成
・事業スキーム説明
・事業の意義、出資者のメリット整理
5社

SIBスキームに
ついて学習
先行SIB事例ふ
まえ出資を依頼
する先を類型化
・金融機関、CF、
財団

必要となる
出資額確認

顧客

成約面談アポイントメント

寄付者 8者
×○○万

25件25件

25件25件

外部資金獲得
（出資）
○○万円

出資者 ３者のべ回数200件5社

※赤字：ハードルが高く、クリアする
ために前段の準備に一層取り組む必要
があるステップ
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• 取組１-2年目は「学習と成長」「業務プロセス」を中心に実施

• ３年目以降は具体的に顧客へアプローチし、財務KPI達成を目指す

• 適宜KPIの達成状況を随時確認し、必要に応じて業務プロセスの見直し、学習と成長項目の追加を実施

ある市場“成熟”地域における自立化スキーム案 ロードマップ_外部資金獲得

１年目 ２年目 ３年目～

学習と
成長

業務
プロセス

顧客

財務

KPIの達成
状況を随時
確認

必要に応じ
て業務プロ
セスの見直
し、学習と
成長項目の
追加を実施

寄付を募
る手法と
実施方法
確認

訪問リスト作成

アポ→面談→
合意サイクル
を回す

寄付
出資

必要となる寄
付額確認
寄付を募る主
体の決定

※実施項目
追加

※業務プロ
セス見直し

(企業版ふるさと納税)訪問リス
ト作成
(CF)利用するCFプラットフォー
ム選定/周知方法検討/訪問先リ
スト作成

営業
資料
作成

必要とな
る出資額
確認

SIBスキーム
学習/出資者
属性検討

営業資料作成
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市場“成長”地域



• ある市場“成長”地域における金融機関の取組は未成熟であり、当該地域ならではの市場形成のあり方を模索すべき
地域

• 「①一般財源以外の財源確保」「②拠点が担うべき機能・活動」の各観点について、県の現状を基に仮定する

ある市場“成長”地域における仮定の方向性

ある市場“成長”地域における仮定

金融機関の取組は未成熟であり、当該地域ならではの市場形成のあり方を模索すべき地域

①
一般財源以外の

財源確保

②
拠点が担うべき
機能・活動

人材事業を強化したい金融機関からの人材供給が見込め、
人件費負担の軽減が期待される

金融機関による人材事業を単独で成立させることが難しく、
プロ拠点が自治体との強固な連携を行うことが重要

(拠点がコンソ事務局を担う等)
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• ある市場“成長”地域における現在の金融機関における人材事業は、市場ポテンシャルに鑑みるに成長余地が大きい

• 仮定における金融機関からの出向者受け入れについて、ヒアリングで受領した意見を踏まえ、拠点から金融機関への
出向者送り出しに修正

• 拠点の収入についてはキックバックの受領も選択肢のひとつ

「①一般財源以外の財源確保」に関する仮定：ヒアリング結果

出向者受け入れについては、拠点から金融機関への出向者送り出しに修正
拠点の収入については、キックバックの受領も選択肢のひとつ

ヒアリング結果を
踏まえた
評価
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「②拠点が担うべき機能・活動」に関する仮定：ヒアリング結果 

• 金融機関からはプロ拠点との棲み分けが必要との意見を聴取した一方、人材事業者からは、県内における人材
マーケットは更なる成長可能性がある旨を聴取

• 金融機関による人材事業を活性化するための市場開拓等を、拠点がサポートする方針

仮
定

金融機関による人材事業を活性化するための市場開拓等を、拠点がサポートする

ヒアリング結果を
踏まえた
評価
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• 観点①については、金融機関からの人材供給が見込めないことから県単費での運営を検討
• 観点②については、金融機関の自走化に向けてプロ拠点がサポートする方向性はヒアリング結果全体として支持。

当該サポートとして、金融機関の人材事業成熟度によって異なる支援を実施する方向性、もしくは成熟度によらず
単一のサポートを行う方向性の2つを検討

ある市場“成長”地域における自立化スキームの方向性

ある市場“成長”地域における仮定

金融機関の取組は未成熟であり、
当該地域ならではの市場形成のあり方を模索すべき地域

①
一般財源以外の

財源確保

②
拠点が担うべき
機能・活動

人材事業を強化したい
金融機関からの人材供給が見込め、
人件費負担の軽減が期待される

金融機関による人材事業を単独で成立
させることが難しく、
プロ拠点が自治体との

強固な連携を行うことが重要
(拠点がコンソ事務局を担う等)

先導採択行から拠点への人材供給の可能性は低く、
信金信組からの人材供給も人繰りの観点から困難
であるため、プロ拠点の活動は県単費で賄う

(人材紹介会社からのキックバックにて
一部補填する可能性あり)

金融機関による人材事業自走化に向けて、
プロ拠点がサポートを実施

方向性１：金融機関の人材事業の成熟度により
拠点の実施すべきサポート内容を変化させる

方向性２：金融機関の状況によらず、
プロ拠点から単一のサポートを行う

ヒアリングを踏まえた
自立化スキーム修正の方向性

金融機関による人材事業の自走化、および
人材市場の拡大のために、拠点をはじめとする

機関が連携した取組が必要
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• ある市場“成長”地域の自立化の方向性を2パターンに分類

• スキーム案Aでは、金融機関の人材事業の成熟度により、濃淡をつけたサポート行う。２～３年で市場開拓を行い、
市場“成長”地域を市場“成熟”地域に成長させることを企図

• スキーム案Bでは、金融機関の人材事業の状況によらず、単一の方法で拠点が市場開拓のサポートを行う

ある市場“成長”地域における自立化スキーム案

市場“成長”地域 市場“成熟”地域

B 人材事業の成熟度によらず
プロ拠点は市場開拓に特化

A 人材事業の成熟度別に濃淡
をつけ、金融機関の

人材事業自走化をサポート

人材事業未実施の信金等に対して
マッチング機能を残し、

市場“成熟”地域への移行を企図

発展的解散

プロ拠点の機能を
市場開拓に特化させる

市場ポテンシャルが大きく
金融機関による人材事業が

発展途上

金融機関の人材事業が
事業化・収益化できている
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プロ拠点

• スキーム案Aはプロ拠点が金融機関の人材事業の成熟度別に濃淡をつけたサポートを行うことで、金融機関の人材事業
の自走化を実現し、市場“成熟”地域への移行を目指す

• 例えば、規模の大きな地銀に対しては各行の取引先企業における人材ニーズを還元する。他方、信金信組等の人材事
業を有しない金融機関に対しては、拠点が人材マッチングを代替する

スキーム案A 人材事業の成熟度別に濃淡をつけた人材事業自走化サポート

濃淡のある金融機関への支援により、金融機関の人材事業自走化を図る

信金信組等（人材事業なし） ノウハウ移転が必要な金融機関
(人材事業実施)

• ニーズの掘り起こし等について、
プロ拠点と協働し、人材事業の
自走化を目指す

規模の大きな地銀

• 拠点との機能分担はせず、各自で
人材事業に取り組む

• 拠点が掘り起こした人材ニーズを
二行にトスアップ(還元)すること
で、取組拡大(収益増)をサポート

市場開拓～マッチングまで、
全ての人材事業を代替

同行訪問・ノウハウ移転による
人材事業の収益化・自走化

取引先企業に関する
人材ニーズを還元

業務委託（県単費）

ある市場“成長”地域の行政

（拠点独自のマッチング機能は廃止）

採算の取れた金融機関が
出現次第、

市場“成熟”地域に移行

プ
ロ
拠
点
活
動
イ
メ
ー
ジ

• 人材ニーズのトスアップ、フォ
ローアップ部分で拠点と連携

キックバック(一部補填)

人材紹介会社

成果指標：新規成約件数
金融機関からのトスアップ
件数

成果指標：同行訪問の件数
金融機関向けのノウハウ移転
活動件数（勉強会等） 成果指標の設定はしない
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• スキーム案Bでは金融機関内部にプロ拠点の活動代替者を設置する

• 金融機関内部の「プロ拠点の活動代替者」は、現状金融機関が実施できていない、企業のマインドセット変革やセミ
ナー開催等によって、市場開拓の下地を形成する役割を担う

• 本案は人材事業自体は金融機関に委ね、プロ拠点は市場開拓に特化するものであり、拠点独自のマッチング機能等は
廃止されることから、市場“成熟”地域には移行せず、将来的に拠点は発展的に解散する

スキーム案B 金融機関に人材事業を委託し、拠点は市場開拓に特化

金融機関に市場開拓に関する業務を委託し、プロ拠点は仮想組織化

金融機関A 金融機関B 金融機関C

地域企業

人材事業実施体制人材事業実施体制人材事業実施体制

プロ拠点（仮想）

プロ拠点の
活動代替者

プロ拠点の
活動代替者

プロ拠点の
活動代替者

金融機関の顧客以
外で支援が必要な
案件（民間ビジネ
スでカバーしきれ

ない案件）
の開拓に特化
企業のマインド
セット・セミナー

に注力する

人材
マッチング

セミナー等による
市場開拓

業務委託（県単費）

ある市場“成長”
地域の行政

成果指標（県が管理）：セミナー開催数
セミナー参加企業数（うち新規）
セミナー経由の相談件数（うち新規）
成約件数（うち新規） 36



• バランストスコアカードを用いながら、各金融機関との連携方法の違いによって整理

• 市場開拓を企図した本スキームでは、令和5年度におけるプロ拠点の新規企業との成約(21件)の約1.5倍の成約でKPIを設
定。信金信組の取引先企業である比較的小規模の企業を中心に副業・兼業に比重を置いた開拓を想定する

• 人材市場を拡大するために、セミナーでは新規企業を集客する必要があるため、集客に向けた取組の工夫が必要

ある市場“成長”地域における自立化スキーム案 KPI_スキーム案A

※赤字：ハードルが高く、
クリアするために前段の準備
に一層取り組む必要がある
ステップ

財務顧客業務プロセス学習と成長

収入成約とりつなぎ相談集客体制構築・型化学習現状把握

手数料
○○万円

30社
常勤10件
副業20件

50社
・セミナー
経由30社
・信金信組
経由10社
・他機関経
由10社

80社
・セミナー
経由50社
・信金信組
経由15社
・他機関ト
スアップ15
社

・信金信組等
における人材
マッチングへ
の支援のニー
ズ(連携余地)
の把握 連携先への説明

・とりつなぎフロー確認

信金信組等
(人材事業なし)

セミナー100社
※全て新規

効果的なニーズ開拓
方法の検討
(セミナー企画・広報、
事例作成等)

信金信組から
のニーズトス
アップ30社

他機関からの
ニーズトス
アップ30社

・連携先の整理
・連携先の顧客
の課題やニーズ
把握
・連携先へのメ
リット整理

金融機関
に取り繋ぎ

規模の大きな
地銀

企業からの問
い合わせ

トスアップする場合と方
法の説明

ニーズ把
握・メイン
バンク確認

トスアップす
る場合と方法
の整理

規模の大きな
地銀が対応で
きるニーズの
把握

金融機関にお
ける人材事業
の現状を確認
・金融機関へ
のヒアリング

・連携先候補
の整理
・拠点の保有
するノウハウ
の整理

連携先への説明
・同行訪問のフロー確認
・勉強会実施企画
・セミナー共催企画

ノウハウ移転
が必要な
金融機関
(人材事業実施)

同行訪問

ノウハウ移転
(勉強会、セミ
ナー共催等)

ノウハウ移
転先におけ
る現状×1.5
倍の成約数
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• 取組１-2年目は「学習と成長」「業務プロセス」を中心に実施

• ３年目以降は具体的に顧客へアプローチし、財務KPI達成を目指す

• 適宜KPIの達成状況を随時確認し、必要に応じて業務プロセスの見直し、学習と成長項目の追加を実施

ある市場“成長”地域における自立化スキーム案 ロードマップ_スキーム案A

１年目 ２年目 ３年目～

学習と
成長

業務
プロセス

顧客

財務

KPIの達成
状況を随時
確認

必要に応じ
て業務プロ
セスの見直
し、学習と
成長項目の
追加を実施

相談件数増につながる
ような取組事例PR
素材作成

プロ拠点から提供
できるノウハウの
把握

効果的な
ニーズ開拓
方法の検討

セミナー型化

セミナーの
実施

収入
獲得

連携先への説明

金融機関との連携余地の
把握

※実施項目
追加

※業務プロ
セス見直し

同行訪問

ノウハウ
移転
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• プロ拠点を仮想組織化し金融機関内部に活動代替者を設置、プロ拠点の活動代替者は市場開拓（相談フェーズまで）の
取組に集中

• 県内のメインバンクシェア率から、各金融機関における取引先顧客数を推計。本スキームでは市場開拓に重点を置き、
顧客企業の0.5%から新規相談を受けることをKPIとして設定

• プロ拠点の活動代替者は、各金融機関の顧客企業を中心に、人材活用に関する企業のマインドセットを実施する

ある市場“成長”地域における自立化スキーム案 KPI _スキーム案B

※赤字：ハードルが高く、クリアする
ために前段の準備に一層取り組む必要
があるステップ

財務顧客業務プロセス学習と成長

収入成約とりつなぎ相談集客体制構築・型化学習

250社
(取引先顧客数
の約0.5%)

金融機関の成
約における偏
り・成約の少
ない業種・人
材を把握し、
現状の民間ビ
ジネスでリー
チできていな
い部分を特定

人材活用に関
する意識調査
・県と共同で
企業アンケー
トを実施

現状把握

・金融機関に対
し県費で市場開
拓活動を行う意
義を説明

220 社
(取引先顧客数
の約0.5%)

20社
(取引先顧客数
の約0.5%)

金融機関A

金融機関B

金融機関C

セミナー
735社

金融機関A 
375社
金融機関B 
330社
金融機関C
30社

※全て新規

セミナー型化
・成約事例、成約に向
けたポイント紹介を中
心にプログラム構成
・事例登壇者調整

県南企業への働きかけ
・セミナーや拠点の広報の
ために、人材活用事例集等
の作成
チラシ版/冊子版
・副業・兼業人材活用に関
する広報用資料作成
・金融機関による独自広報

小規模企業への働きかけ
・副業・兼業人材活用に関
する広報用資料作成
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• 取組１-2年目は「学習と成長」「業務プロセス」を中心に実施

• ３年目以降は具体的に顧客へのアプローチを行う

• 適宜KPIの達成状況を随時確認し、必要に応じて業務プロセスの見直し、学習と成長項目の追加を実施

ある市場“成長”地域における自立化スキーム案 ロードマップ_スキーム案B

１年目 ２年目 ３年目～

学習と
成長

業務
プロセス

顧客
KPIの達成
状況を随時
確認

必要に応じ
て業務プロ
セスの見直
し、学習と
成長項目の
追加を実施

金融機関に対
する意義説明

広報用資料・
事例集の作成

セミナー
の実施

金融機関によ
る成約状況の
把握

※実施項目
追加

※業務プロ
セス見直し

セミナーの型化

企業アンケー
トの実施
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市場“挑戦”地域



• ある市場“挑戦”地域では民間のみでの市場形成が難しく、拠点機能を公的なサービスとして、残すことが望まれる
• 「①一般財源以外の財源確保」「②拠点が担うべき機能・活動」の各観点について、県の現状を基に仮定する

ある市場“挑戦”地域における仮定の方向性

ある市場“挑戦”地域における仮定

民間のみでの市場形成が難しく、拠点機能を公的なサービスとして、残すことが望まれる

①
一般財源以外の

財源確保

②
拠点が担うべき
機能・活動

キックバックや金融機関からの人材供給が難しく、財源確保が困難
(一般財源のみとなる可能性大)

金融機関による人材事業からの撤退も見込まれ、幅広い人材支援が必要
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• 人材会社からのキックバック自体は見込めるが、事業費を賄うほどの規模はなく、一般財源が活動費の中心となる

「①一般財源以外の財源確保」に関する仮定：ヒアリング結果

仮
定

キックバックや人材供給が難しく、財源確保が困難

ある市場“挑戦”地域のプロ拠点における
「①一般財源以外の財源確保」のモデル(仮定)

一部キックバックは見込めるが、一般財源が活動費の中心となる

ヒアリング結果を
踏まえた
評価
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• 企業数が少ない上、その多くについて、プロ人材活用ニーズが顕在化していない/活用に消極的

「②拠点が担うべき機能・活動」に関する仮定：ヒアリング結果

副業・兼業職種限定せず業種限定せず × ×
プロ拠点

メインターゲット企業
(仮定)

常勤ニーズは
収益が見込めるため、
地域金融機関へ連携

顧客可能性
(ターゲット企業はいるか？)

相談可能性
(そうした相談はあるか？)

ニーズ可能性
(人材ニーズは引き出せるか？)

成約可能性
(そうした人材は存在するか？)

県内企業数が約37,000社と
相対的に少ない

特定の経営課題に特化している
傾向は見られない

幅広い人材ニーズを獲得

登録人材会社の数が
相対的に少なく、
十分な選択肢を提示

できていない

プロ拠点

仮
定

ヒアリング結果を
踏まえた
評価 企業数が少ない上、ニーズが顕

在化していない、プロ人活用に
消極的企業が大多数

現状、業種・職種に大きな偏り
はない

ある程度ターゲットを絞り込ん
だ形でニーズを引き出す取組を

展開することが必要

成約につなげるための
人材ブール構築に人材会社を中

心に継続的に取組
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• プロ人材活用において純粋民間ビジネスが将来的にも成立しない可能性が大きく、公的サービスとして拠点事業に
取り組む必要

• 市場環境を踏まえ、プロ人材活用の土台作りに向けて、県はプロ人材事業を産業/雇用等の関連政策と連動させた上で、
必要な機能に絞ってプロ拠点を展開することが求められる

ある市場“挑戦”地域における自立化スキームの方向性

ある市場“挑戦”地域における仮定

民間のみでの市場形成が難しく、拠点機能を公的なサービスとして、残すことが望まれる

①
一般財源以外の

財源確保

②
拠点が担うべき
機能・活動

キックバックや
金融機関からの人材供給が難しく、

財源確保が困難
(一般財源のみとなる可能性大)

金融機関による人材事業からの撤退
も見込まれ、幅広い人材支援が必要

一般財源が中心
収益の柱とはならないが、人材会社からのキック
バック自体は可能であるため、県負担軽減のため

キックバックを取り入れる

金融機関による人材事業からの撤退は
当面ない見込み

予算制約を踏まえ、拠点は機能等を絞り込む必要
絞り込みを検討する上で、県の産業/雇用等関連
政策を踏まえた拠点事業の位置づけ整理が必要

ヒアリングを踏まえた
自立化スキーム修正の方向性

官が介在しても、
純粋民間ビジネスへ成長させることは困難

公的なサービスとして拠点を残すとともに、産業/
雇用政策と連動させた取組を検討する必要
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• 純粋民間ビジネスとして成立しない可能性が高いため、県が予算化して実施することを想定

• 県及び拠点で議論しながら、県予算化の根拠として、いずれかの県政策（雇用・産業・人口関連等）との接続を検討し、
プロ人材事業の位置づけ・活動内容を整理

• 上記整理を踏まえ、拠点活動を絞り込み、県からプロ人材事業を発注

• なお、人材紹介会社からのキックバックは、県予算を抑えるための方策として取り入れる

ある市場“挑戦”地域における自立化スキーム案

プロ拠点

ある市場“挑戦”地域の行政

キックバック

人材紹介会社

県政策とプロ人材事業を接続させ、県委託事業として機能・活動を絞り込んで実施

拠
点
活
動

イ
メ
ー
ジ

事
業
イ
メ
ー
ジ

雇用政策と接続

プ
ロ
人
材
事
業
で

考
慮
す
べ
き
要
素

産業政策と接続 人口関連政策と接続

• 人材確保（人材流出防止、
再就職支援等含む）策の展開

• 人材マッチング支援
• 人材定着支援 等

• 中小企業振興
• 起業支援 等

• UIJターン推進
• 地域プロモーション
• テレワーク環境整備支援 等

母集団形成はハローワーク連携
人材マッチング後、企業と人材
に対しフォローアップや研修等
を実施し、人材定着につなげる

よろず支援拠点や商工会等と連
携し、課題を抱える企業を開拓
経営課題をプロ人材活用で解決

することにつなげる

学業や仕事で地元を離れた若者
等に、地元で働く選択肢を提示
継続してコミュニケーションを

とりUターンにつなげる

人材とりつなぎ（必要に応じて）

顧客開拓・経営相談に注力人材定着支援に注力 移住・定住促進に注力
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• 接続する政策別に、バランストスコアカードの４つの視点で整理

• 雇用政策との接続では、近年常用労働者の離職率が15％程度で推移していることを参考にKPIを設定。ハローワークと連
携した、プロ人材活用事例の分析、それら内容を踏まえた企業支援の型化と、人材側の意向をくみ取る体制構築が重要

• 産業政策との接続では、一定の取組規模を確保する観点から、成約のKPIを設定。今後のよろず支援拠点の活動の方向性
を踏まえたプロ拠点との連携の在り方を合意し、その内容型化して連携ステップを整理し、実際に実行することが重要

ある市場“挑戦”地域における自立化スキーム案 KPI

【雇用政策と接続】
学習と成長

学習

プロ人材活用
事例の把握
・プロ人を活
用した企業、
プロ人として
活躍している
人材へのヒア
リング

現状把握

ハローワーク等と
連携し、プロ人材
活用事例分析
・企業側の受け入
れ態勢好事例/失敗
事例
・問題が発生する
パターンと解決
方法

業務プロセス

体制構築・型化

企業支援型化
・人材マッチング前に企業の受け入れ態勢を確
認するためのチェックリスト作成
・人材マッチング後のフォローアップ内容整理
・課題発生時の対応マニュアルとりまとめ

人材事業者との連携体制構築
・人材側から企業に対する要望、不満等を吸い
上げる体制を構築

顧客

定着事後フォロー事前面談

離職率１割未満
企業フォロー
アップ
１社あたり２回

企業アセスメント
１社あたり２回

顧客学習と成長

成約とりつなぎ拠点への相談集客学習

副業75件100件

150件
（よろずと共同
で相談対応、リ
ピート含む）

セミナー
（よろずと共同
開催）
200社
（50社×４回）よろず支援拠

点の支援状況
の把握
・よろずとの
意見交換し、
現状の支援対
象、支援内容

現状把握

今後のよろず支
援拠点の活動の
方向性を踏まえ
たプロ拠点との
連携の在り方の
合意
・今後よろずが
開拓しようとし
ている企業群、
支援内容の確認
・上記を踏まえ
たよろずとプロ
拠点の役割分担
の明確化

業務プロセス

体制構築・型化

よろずとの連携の流れ型化
・よろずのメリット整理
・よろずが現場で使用する説明資料
作成
・とりつなぎフロー確認

よろずとの共同セミナー型化
・セミナー構成、講師、登壇者設定

セミナー集客連携先発掘
10団体

同行訪問
100件

【産業政策と接続】

※赤字：ハードルが高く、クリアする
ために前段の準備に一層取り組む必要
があるステップ 47



• 人口関連政策との接続では、ある市場“挑戦”地域の地域再生計画における移住者数のKPIの１割をUIJターンのKPIとして
設定。プロ人を切り口としたUIJターン推進のポイントを現状分析等から整理すると共に、各種取組を通じて接点を持っ
たUIJターンに興味を持つプロ人材と定期的にコミュニケーションをとり、相談を重ねていくことが重要

ある市場“挑戦”地域における自立化スキーム案 KPI

【人口関連政策と接続】

顧客業務プロセス学習と成長

UIJターン相談コミュニケーション接点型化学習

３人
（常勤/副
業・兼業成約
３件）

UIJターン相談
のべ150人

各種取組を通
じてつながっ
たUIJターン
関心者のリス
ト化
リスト掲載者
への情報発信
月１回
オンライン交
流会開催
年２回

県専用ポータ
ルサイトでの
情報発信
月１回

近年の県内への
UIJターンの傾向
を把握
・県内の移住促
進関連機関等の
活動内容、これ
までの成果等を
ヒアリング

現状把握

プロ人を切り口
としたUIJター
ン推進のポイン
トを整理
・県の地域再生
計画が若者のUI
ターンに主眼を
置いているのに
対し、プロ人を
切り口に取組を
進めている他県
事例から推進の
ポイントを整理

情報発信内容型化
・プロ人材が県内で働く
魅力・価値を整理
・情報発信媒体開拓
・月１回メルマガの内容
企画
・年２回交流会企画

情報発信等連携先開拓
・県内の移住促進関連機
関等や、移住促進事業を
行うNPO等との連携体制
構築

県内の移住促
進関連機関等
が設置する相
談窓口での出
張相談
のべ12回

県主催移住
フェアでの情
報発信
１回

※赤字：ハードルが高く、クリアする
ために前段の準備に一層取り組む必要
があるステップ 48



• 取組１年目は「学習と成長」、2年目は「業務プロセス」を中心に実施

• ３年目以降は具体的に顧客へのアプローチを行う

• 適宜KPIの達成状況を随時確認し、必要に応じて業務プロセスの見直し、学習と成長項目の追加を実施

ある市場“挑戦”地域における自立化スキーム案 ロードマップ_雇用政策と接続

１年目 ２年目 ３年目～

学習と
成長

業務
プロセス

顧客

KPIの達成
状況を随時
確認

必要に応じ
て業務プロ
セスの見直
し、学習と
成長項目の
追加を実施

ハローワーク
等と連携し、
プロ人材活用
事例分析

事前面談→
事後フォ
ローサイク
ルを回す

プロ人材
活用事例
の把握

※実施項目
追加

※業務プロ
セス見直し

企業支援型化
・人材マッチング前に企業の受け入れ態勢を確
認するためのチェックリスト作成
・人材マッチング後のフォローアップ内容整理
・課題発生時の対応マニュアルとりまとめ

人材事業者との連携体制構築
・人材側から企業に対する要望、不満等を吸い
上げる体制を構築

定
着
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• 取組１年目は「学習と成長」、2年目は「業務プロセス」を中心に実施

• ３年目以降は具体的に顧客へのアプローチを行う

• 適宜KPIの達成状況を随時確認し、必要に応じて業務プロセスの見直し、学習と成長項目の追加を実施

ある市場“挑戦”地域における自立化スキーム案 ロードマップ_産業政策と接続

１年目 ２年目 ３年目～

学習と
成長

業務
プロセス

顧客

KPIの達成
状況を随時
確認

必要に応じ
て業務プロ
セスの見直
し、学習と
成長項目の
追加を実施

今後のよろず支援
拠点の活動の方向
性を踏まえたプロ
拠点との連携の
在り方の合意

集客→相談
→とりつな
ぎサイクル
を回す

よろず
支援拠
点の支
援状況
の把握

※実施項目
追加

※業務プロ
セス見直し

よろず支援拠点との連携の流れ型化
・よろずのメリット整理
・よろずが現場で使用する説明資料作成
・とりつなぎフロー確認

成
約

よろずとの
共同セミ
ナー型化

セミナー集客
連携先発掘

同行訪問
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• 取組１年目は「学習と成長」、2年目は「業務プロセス」を中心に実施

• ３年目以降は具体的に顧客へのアプローチを行う

• 適宜KPIの達成状況を随時確認し、必要に応じて業務プロセスの見直し、学習と成長項目の追加を実施

ある市場“挑戦”地域における自立化スキーム案 ロードマップ_人口関連政策と接続

１年目 ２年目 ３年目～

学習と
成長

業務
プロセス

顧客 KPIの達成
状況を随時
確認

必要に応じ
て業務プロ
セスの見直
し、学習と
成長項目の
追加を実施

プロ人を切り
口としたUIJ
ターン推進の
ポイントを
整理

接点→コ
ミュニケー
ション→相
談サイクル
を回す

近年の県内
へのUIJター
ンの傾向を
把握

※実施項目
追加

※業務プロ
セス見直し

情報発信内容型化
・プロ人材が県内で働く魅力・価値を整理
・情報発信媒体開拓
・月１回メルマガの内容企画
・年２回交流会企画

UIJ
ターン

情報発信等連携先開拓
・県内の移住促進関連機関等や、移住促進事業
を行うNPO等との連携体制構築
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４
「③その他事業継続の試案」調査結果



（再掲）自立化スキーム実現に向けた検討事項の再整理

• 今年度調査においては、前年度調査結果から得られた財政的な観点から見た自立化スキームを、①道府県の一般財源以外
の財源確保の可能性及び方法(資金確保)、②事業費が維持できない場合に限られた予算の中で拠点が担うべき必要な機
能・活動、③その他考えうる事業継続の試案の観点から再整理

• キックバック、人件費補填、人材
供給等の財源確保策を通じ、拠点
の収支がどう変わるかを整理

①一般財源以外
の財源確保

• 外部環境や支援機関の状況等から
地域企業の実情を把握し、具体的
な支援対象を決め、必要な機能・
活動を整理

②拠点が担うべき
機能・活動

• 事業廃止の場合に機能を残す選択
肢を探るため、自治体事業の出口
について参考事例を収集

③その他
事業継続の試案

再整理する上での3つの観点
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• 「③その他事業継続の試案」は、前述①②とは異なり、本事業や類似する人材事業に絞らず、公共事業や公共サービスの
出口のあり方に関わる参考事例を広く収集する

• 特筆すべき参考事例がある場合には、それを推進した道府県、市町村、その他関連機関等、実施手順や検討を進める上で
の課題、メリット・デメリット等について、ヒアリング調査を行う

「③その他事業継続の試案」に関する事前調査内容案・ヒアリング調査内容

事業廃止せず、
事業継続する試案

民営化・民間譲渡

外部化

外部資金調達

広域化

• 拠点の株式会社化、拠点機能の民間企業への譲渡等

• PFIや市場化テストの活用等

• SIB、クラウドファンディングの活用、基金設置等

• 複数の道府県での連携、市場“成熟”地域との連携等

試案の類型 取りうる選択肢例
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「③その他事業継続の試案」にかかるヒアリング先の確認および調査結果



• 公共事業や公共サービスの出口のあり方に関わる参考事例を「広域化」「集約化」「外部化」「民営化」「外部資金調
達」の観点から調査し、概要を確認

• 事業の自走化に向けては、①事業の受け皿となる「枠組み」をどう作るか、②事業実施のための「資金」をどう確保する
かの観点から事例を見ていく必要があると思料

• 以下の考え方に基づき、「民営化」「外部資金調達」から詳細を確認する事例を抽出した

「③その他事業継続の試案」にかかる事例調査結果（1/2）
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①
事業の受け皿となる「枠組み」をどう作るか

②
事業実施のための「資金」をどう確保するか

• 組織立ち上げの参考となる類型は「民営化」及び「外部
化（主にPFI）」

➢ 「外部化（主にPFI）」は事業期間中に事業運営
を担うSPCを立ち上げるが、PFI事業終了後の組
織存続が担保されていない

→「民営化」事例の深堀りが有益

• 組織立ち上げの参考となる類型は「広域化」「集約化」
「民営化」「外部化（主にPFI）」「外部資金調達」

➢ 「広域化」「集約化」：基本的に事業の効率的
実施を目指すもので、自走化を担保するもので
はない

➢ 「民営化」：民営化後も行政からの業務受託等
が前提のものが多い

➢ 「外部化（主にPFI）」：独立採算型が成立する
のは事業性が確保されている場合のみで、既存
PFI事業の多くは行政からの支払いを前提とする
サービス購入型事業

→「外部資金調達」事例の深堀りが有益

観点

絞り込みの
概要

• 事業の移管を見据えた場合、どういった形で受け皿とな
る法人等を設立しているか

• できる限り公的資金に頼らない事業継続（自走化）に
向けて、どういった形で資金を確保しているか

抽出の視点



• 民営化については、本事業のようにステークホルダー以外からの売上を獲得しづらい領域の中で、官民共同出資で組織を
立ち上げている秋田県「株式会社ＯＮＥ・ＡＱＩＴＡ（わん・あきた）」を調査

• 外部資金調達については、寄付や助成金をうまく資金ミックスしている、資金の出し手となる主体へのメリットを確保し
ている等により安定的な資金獲得につなげている長野県飯田市ほか「企業版ふるさと納税」、「神山まるごと高専」、
滋賀県東近江市「東近江三方よし基金」を調査

「③その他事業継続の試案」にかかる事例調査結果（2/2）
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①
事業の受け皿となる「枠組み」をどう作るか

民営化

②
事業実施のための「資金」をどう確保するか

外部資金調達

• 秋田県 株式会社ＯＮＥ・ＡＱＩＴＡ（わん・あきた）
• 長野県飯田市ほか 企業版ふるさと納税
• 神山まるごと高専
• 滋賀県東近江市 東近江三方よし基金

観点

ヒアリング
事例候補

• 官民共同出資により新たな運営母体を作っている
• 本事業のように、ステークホルダー以外から売上を獲得

しづらい領域でビジネスをしている

• 返済する必要のないお金である寄付（拠出金の運用益の
寄付も含む）や助成金をうまく資金ミックスし、安定的
に資金を獲得している

• 税控除等、資金の出し手となる主体へのメリットを確保
している

抽出の視点



①秋田県 株式会社ＯＮＥ・ＡＱＩＴＡ（わん・あきた）
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• 県内すべての自治体と民間企業が共同で立ちあげた官民出資会社
• 水行政に関するノウハウと、民間の専門的で高度な知識を集結し、新しいスタイルの自治体の担い手として、持続可能な

生活排水処理事業の実現をサポート

商号 株式会社ONE・AQITA（わん・あきた）

発起人

秋田県
秋田県内全市町村
株式会社日水コン
株式会社秋田銀行
株式会社友愛ビルサービス

資本金等 １億円

本店所在地 秋田県秋田市

従業員
秋田県から派遣
市町村からは希望により派遣可能
パートナー事業者から出向

出所：秋田県HP https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/77003



• 出資比率：県（18.21％）、市町村（合計32.97％）、パートナー事業者（日水コン34％、秋田銀行5％、友愛ビルサービ
ス10％）で設立

• 官民出資会社はパートナー事業者及び県からの職員（転籍）により運営
• 官民出資会社のサービス利用者は主に市町村。サービスを利用したい場合、市町村は県と契約を結び、県から委託を受け

た官民出資会社が市町村にサービスを提供

①秋田県 株式会社ＯＮＥ・ＡＱＩＴＡ（わん・あきた）
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日水コン・秋田銀行・友愛ビルサービス
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項目 ヒアリング結果概要

検討の背景
• 下水道事業に携わる技術者不足が見込まれる中、市町村における下水道事業検討の支援ができる主体と

して、また、支援ノウハウを地域内に蓄積していくための受け皿として検討

スキームの背景

• 官100％出資では、専門人材の確保等に時間を要し、事業開始までにかかる時間が長くなることが予想
されたため、事業スタートの段階から組織体、資金、人材が揃う形として官民出資会社を選択

• 民業圧迫とならないよう、これまで民間委託がなされていない自治体業務の一部（計画策定支援等）を
業務内容に設定

• 民需によらないビジネスであってリスクの小さい事業であるとして、市町村を説得する材料にも活用
• 毎年一定金額ずつを集める形態は市町村の忌避感が大きかったため、最初の出資負担のみを求め、その

後は官民出資会社からサービスを受けるときにサービス分を支払うビジネスモデルを選択

関係者合意の流れ
• 国交省の調査事業きっかけに検討スタートし、その後県事業として県主導でフィジビリティスタディを

検討
• 各市町村担当者との調整と各首長への説明を並行して進め、全市町村の同意を取り付け

スキームの留意点
• 県・市町村が出資者であり顧客であるため、コンプライアンスの徹底が重要
• スキームに参加する民間事業者へのメリット提示に工夫が必要（本ケースでは、将来的に他インフラへ

サービスを広げる等のビジネス拡大余地、地域貢献への参画をメリットとして提示）
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• 複数自治体が連携し、企業版ふるさと納税を実施
• 当地域に４年制大学がなく、高校卒業とともに約7割が地域を離れる実情を打開したいとの想いから、広域連合を構成す

る14市町村と地元産業界・金融機関がコンソーシアムを組織
• 信州大学と連携した寄附講座「信州大学航空機システム共同研究講座」を企業版ふるさと納税の寄付をもとに開設

出所：内閣官房 地方創成ポータルサイト
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/portal/pdf/R2jireisyu.pdf

事業分野 人材育成

事業期間 2017年6月～2020年３月

総事業費 11,850千円

寄付額
飯田市 4,530千円
他13町村の計 5,500千円

寄付件数
飯田市：28件
他13町村の計：41件

寄付企業

高砂電気株式会社、
名北工業株式会社、
中島特殊鋼株式会社
ほか



• 南信州広域連合に参加する飯田市ほか１市３町10村がそれぞれ企業版ふるさと納税を募り、地域内外の企業から得た寄付
金を南信州広域連合に拠出、広域連合内基金に積み立て

• 基金に、南信州広域連合として取得した地方創生推進交付金、１市３町10村の広域連合分担金の一部も加え、「信州大学
航空機システム共同研究講座の運営を支援するコンソーシアム」へ講座運営費等負担金として拠出

• コンソーシアムは、拠出を受けた講座運営費等負担金を信州大学へ支払い
• 信州大学は、講座運営費等負担金をもとに、飯田市にある産業振興及び人材育成拠点「エス・バード」内に南信州・飯田

サテライトキャンパスを設置すると共に、航空機システム共同研究講座を開設
• コンソーシアムからは、別途共同研究講座で学ぶ学生への奨学金（返還義務なし）も支給

②長野県飯田市ほか 企業版ふるさと納税
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南信州広域連合
飯田市ほか

（１市３町10村）

信州大学南信州
キャンパス構想推進基金

信州大学

民間企業

一般会計等

企業版ふるさと納税

企業版ふるさと納税で
得た寄付金

広域連合分担金
（地方創生推進交付金と同額）

内閣官房
内閣府

地方創生推進交付金

講座運営費等負担金

南信州・飯田
サテライトキャンパス

航空機システム共同研究講座
（2016-2024年度）

エス・バード内
（産業振興・人材育成拠点）

設置

信州大学航空機システム共同研究講座
の運営を支援するコンソーシアム

（多摩川精機・八十二銀行・飯田信用金庫・長野銀行・長野
県信用組合・南信州広域連合・長野県・飯田市・

（公財）南信州・飯田産業センター）

約2,600万円/年

負担金

航空機シス
テム共同研
究講座
学生

奨学金
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項目 ヒアリング結果概要

検討の背景
• 地域に大学がなく、若者が地域から流出していく現状に歯止めをかけるため、南信州広域連合として地

域に高等教育機関を誘致しようと動き出したもの

スキームの背景

• 飯田市にある地場企業（航空機部品製造）が信州大に寄付講座を持っており、この枠組みを他社に広げ
ることを想定

• 検討開始当時、企業版ふるさと納税制度が開始されたことを受け、当時の飯田市長から本スキームの活
用を検討するよう指示

• 寄付した企業が税額控除を受けられるよう、寄付受付は広域連合ではなく各市町村で実施、集まった寄
付を広域連合に拠出し、広域連合内で基金化

• 本取組に寄付したいが、寄付自治体未定の企業に対しては、当該企業が立地してない自治体を紹介

関係者合意の流れ

• 「信州大学航空機システム共同研究講座の運営を支援するコンソーシアム」を立ち上げ、飯田市工業課
及び地元の名士企業代表が協力しながら合意形成

• 名士企業代表は地域の産業振興に積極的な地元の旗振り役
• 飯田市工業課は、以前は地場産業振興センター内、現在はエス・バード内に机があり、物理的に

地元企業との距離が近く、官民が協力して動く土地柄

スキームの留意点 • 自治体内企業から企業版ふるさと納税を募ることはできない
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• 「テクノロジー×デザインで人間の未来を変える学校」をコンセプトに開校した高等専門学校
• 学費の実質無償化に向け、奨学金基金に拠出を行う民間企業（スカラーシップパートナー）を募集

名称 神山まるごと高等専門学校

定員数 １学年40人

所在地 徳島県名西郡神山町

就学スタイル 全寮制

学科
デザイン・
エンジニアリング学科

◆スカラーシップパートナー

出所：神山まるごと高専HP https://kamiyama.ac.jp/
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項目 ヒアリング結果概要

検討の背景
• 神山まるごと高等専門学校は、2023年4月開校
• 全国から才能豊かな学生を募集すべく、学費実質無償化を検討

スキームの背景
• 学生の、奨学金の返済にとらわれない卒業後の活躍を支援するため、奨学金は返済型ではなく給付型と

することを検討
• 海外の大学等で見られる基金運用のスキームを参考に、運用益を活用した奨学金制度を想定

スキームの流れ

• スカラーシップパートナーとなった企業が、一般社団法人神山まるごと奨学金基金に10億円を出資
• 一般社団法人神山まるごと奨学金基金が、運用会社に対し、集まった資金の運用を委託。運用によって

得られた運用益を学校法人神山学園に寄付
• 学校法人神山学園は、当該寄付を、企業名を冠した奨学金として学生に給付

関係者合意の流れ
• ご支援して頂くことで、企業名を冠した奨学生が生まれ、在学中の交流や卒業後のアルムナイネット

ワークを通じて長期的なエコシステム形成に寄与すること等をメリットとして伝え、ご支援を獲得
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• 住民出資により東近江三方よし基金設立（１口3,000円×1,000口からスタート）
• 東近江市版SIB事業を始めとした地域事業への投資を実施し、地域循環経済を企図して、地域金融機関・事業者・NPO・

行政等が参加し、環境基本計画等の実現に向けた様々な資金調達の支援とコレクティブインパクトによる課題解撤の仕組
みづくりを目指す

• その他、市民や事業者からの寄付受付、休眠預金も活用

出所：東近江三方よし基金HP



東近江三方よし基金

• 東近江三方よし基金は市民等からの寄付金により基本財産を確保し、設立
• 市民等からの寄付、休眠預金、東近江市からの委託費を活用し、以下事業を展開

④滋賀県東近江市 東近江三方よし基金
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公益助成事業

基本財産

委託費

融資補助 SIB事業

市民等 休眠預金 東近江市

寄付金
（GCF経由等）

助成金

寄付金

出資⇔償還

• 休眠預金資金分配
• 寄付金を活用した助成事業

• 湖東信用金庫・公益財団法人東
近江三方よし基金連携制度融資
「ビーナス」への利子補填

• 東近江市版SIB事業の中間支援組織

➢ 市民等からの寄付金、休眠預金を活用し、NPO等の公益活動を助成
➢ 湖東信用金庫と連携し、制度融資「ビーナス」を組成。三方よし基金が実施する公益性評価で基準を満たした

融資利用先に対し、利子補填を実施
➢ 東近江市からの委託によりSIB事業の中間支援組織を担当。社会的事業を実施する事業者の事業計画ブラッシュ

アップ、KPI達成に向けた支援を実施
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項目 ヒアリング結果概要

検討の背景
• 市民活動を支援するための、市の財源以外の財布を確保することを目指し、市民活動の推進に向け、

市民、NPO、金融の専門家等でコミュニティファンド検討会（事務局：東近江市）を設置

スキームの背景

• 市民出資により基金を設立
• 社会的投資を推進する活動の一環として、2016年度より毎年東近江市版SIB事業を実施
• 支援先となる市民活動の取組ステージに合わせて支援策を選択できるよう、基金としての支援メニュー

を助成、融資（補助）、といった形で順次拡充

関係者合意の流れ

• コミュニティファンド検討会にて、基金の枠組み、基金として実施する事業（SIB事業、融資補助等）
について大枠を議論

• 市民コミュニティ財団としての東近江三方よし基金設立に向け、事務局主導で庁内調整
• 基本財産集めにはコミュニティファンド検討会に賛同した、関係者50人が協力

スキームの留意点

• 東近江三方よし基金の持つ機能に「運用」がないため、助成金等は都度寄付を募る、委託を受ける等
して確保
(東近江三方よし基金では、休眠預金の資金分配団体となることで、一定規模の助成金を獲得）

• 東近江三方よし基金の活動費（主に人件費）は、複数事業を実施する中で捻出
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